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農業法人の輸出取組と経営規模・収益性
ー全国アンケート分析一

山下裕介＊・南石晃明＊＊• 長命洋佑＊＊

（＊九州大学大学院生物資源環境科学府・＊＊九州大学大学院農学研究院）

Efforts of Export, Management Size and Profitability in Agricultural Corporations 

: An Analysis of a Nationwide Questionnaire Survey 

(Yusuke YAMASHITA, Teruaki NANSEKI, Yosuke CHOMEI) 

I はじめに

農業を取り巻く国内外の環境は変化しており，

国内市場縮小の一方で，農林水産物・食品の輸出

額は増加し，政府の輸出促進事業も増えている。

2015年の我が国の農林水産物・食品の輸出額は

7,452億円，前年比 21.8%増加し， 2014年の過去

最高値 (6,117億円）を更新し，その内，農産物

は4,432億円で対前年比プラス 24.2%である（農

林水産省[13])。我が国の総人口は，長期の人口減

少過程に入っており，今後も減少を続けると推計

されている（内閣府[7l)。国内のマーケットは縮

小する見込みであり，他方，海外には今後伸びて

いくと考えられる有望なマーケットが存在してい

る（福田 [3l)。輸出は幅広い経営規模で行われて

おり，農林水産物・食品の輸出取組事例（農林水

産省[12]) では，年間輸出額が 4億 6,839万円と大

規模輸出の形態も見られる一方で，年間輸出額が

22.3万円と比較的小規模のものも見受けられ，経

営間で輸出額に格差がある。政府の関心も強く，

輸出促進事業である農林水産業の輸出力強化予算

は， 2013年の l,755百万円（農林水産省[16])から

2017年の 4,667百万円（農林水産省[15])へ増加し

ている。政府の政策目標は，農林水産物・食品の

輸出額を 2015年の 7,451億円から， 2019年には

1兆円に拡大するとしている。

また，国内の農業経営体数が減少する一方で，

法人化は進展し，農業法人の輸出も増加している。

2015年には，農業経営体数は 137万7千経営体と

なり，組織経営体数は 3万3千経営体となってい

る（農林水産省[14])。このうち，農業サービス事

業体等を含まない販売目的の法人経営体数(-戸

一法人を除く）は 1万9千経営体で 2005年の約 2

倍になっている。組織形態別では，株式会社等の

占める割合が高い。 2002年以降，中小企業の製造

業で直接輸出を行っている企業数および中小製造

業全体に占める割合は増加基調にあり，小規模事

業者も増加基調にある（中小企業庁[l l)。このよ

うなことから，今後は農産物の輸出主体が農業法

人となることが期待される。

農業法人による輸出に関する研究では，石塚[6] 

が豚肉輸出の現状と課題について，また，成田 [10]

が果樹の輸出システムについて分析している。こ

れらの研究では事例研究の結果が中心となってお

り，全国的な規模で農業法人を対象に輸出への取

組動向を明らかにした分析は行われていない。ま

た，売上高の現状や経常利益率との関係について

も分析されていない。そこで，本稿では，全国の

農業法人を対象にした独自アンケート結果に基づ

き，農業法人の輸出取組状況を明らかにし，経営

規模および収益性との関係について検討すること

を目的とする。これにより，農業法人経営におけ

る海外展開，今後の展望に関する基礎的知見が得

られると考えられる。
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II 調査方法および分析視角

1 アンケートの対象および方法

本稿では，筆者らが所属する九州大学農業経営

学研究室が実施した全国の農業法人に対するアン

ケートを用いる。このアンケートでは， 日本農業

法人協会等のHPで公開されている会社名や文献

等に記載されている会社名から各会社のHPを独

自にWEB検索• 特定し，住所等を特定できた

2,468法人に調査票を送付し， 545の有効回答を得

た（回収期間：2016年 8月 1日-10月13日，有効回

答率：22. 1 %)。アンケート栗の内容は，農業法人

経営における経営規模等の法人の概要や事業展開，

T pp  (環太平洋パートナーシップ協定）参加が

法人に及ぼす影響や対応策，輸出取組等， A4サ

イズ 8ページ大問15項目で構成されている。この

うち，本稿では，輸出取組，売上高，経常利益率

等を用いる。

2 分析の視角および項目

本稿は，農業法人の輸出取組と経営規模および

収益性の間に一定の関係性があるという仮説を設

定する。以下では，本稿における具体的な分析の

視角および項目について述べる。第 1に現在の輸

出取組と経営規模の関係をクロス集計で明らかに

する。農業法人における現在の輸出取組に関して，

本稿のアンケートでは， 4項目を設定し，多肢選

択で回答を得ている（複数回答）。これは単一回答

であったが，回収した法人の中に，同時に 2つ以

上の取組を行うことによる重複回答が一定数見ら

れたため複数回答として集計した。具体的な輸出

取組については「現在，直接輸出している（以下，

直接輸出）」，「現在，間接輸出している（以下，間

接輸出）」，「輸出していないが今後検討（以下，輸

出検討）」，「輸出の予定無し（以下，輸出予定無）」

に分類した。その上で，「直接輸出」法人と「間接

輸出」法人を合わせて「輸出している」とし，「輸

出検討」と「輸出予定無」を合わせて「輸出して

いない」とした。

なお，直接輸出とは，商社またはメーカーが第

三者の手を経ずに直接，輸出取引を行うものであ

る。直接輸出企業は，税関への輸出申告 (E/D)

を自己の名義で行う（石田 [5l)。この税関への輸

出申告を自己の名義で行わないその他すべての輸

出取引を間接輸出とした。例えば，直接輸出には，

販売相手先として卸売業者や販売代理店，小売店

等が考えられる。間接輸出では，メーカーが商社

の仲介で輸出する場合，現地バイヤーを自分で見

つけて商談を成立させてから輸送業務等を外注す

る場合等が考えられる。ただし，今回の調査票で

は，直接輸出と間接輸出の詳しい説明や例示は行

わず，回答者の輸出に対する一般的な理解に委ね

ている。

経営規模の指標は，直近決算の売上高とする。

農業経営の規模指標としては，ファームサイズ（経

営面積や飼養頭羽数）とビジネスサイズ（売上高）

が代表的な指標だが，現代の農業経営においては

物理的な生産量よりも，いかに付加価値を向上さ

せるかが重要になっている（南石[9 l)ため，本稿

においてもビジネスサイズ（売上高）に着目する。

本稿のアンケートでは，分析対象法人の直近決算

の売上高を 9項目設定し，多肢選択で回答を得て

いる（単一回答）。

第 2に現在の輸出取組と収益性の開係をクロ

ス集計で明らかにする。収益性の指標は，直近決

算の売上高経常利益率とする。なお，会計実務で

は，経常的な補助金や助成金を特別損益でなく営

業外収益に計上する実態がある（南石[s J) ため，

本稿調査における経常利益には，補助金や助成金

の多くが含まれると考えられる。本稿のアンケー

トでは，分析対象法人の直近決算の売上高経常利

益率を 7項目設定し，多肢選択で回答を得ている

（単一回答）。

III 結果および考察

1 農業法人の輸出取組と直近決算の売上高の関

係

最初に，農業法人の輸出取組と直近決算の売上
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高の関係の結果を示す（第 1図）。輸出への取組と

直近決算の売上高（以下，売上高）の両方に回答

した法人数は，「直接輸出」が 23法人と最も少な

く，「間接輸出」が 64法人， 「輸出検貫寸」が 119

法人，「輸出予定無」が 308法人であった。輸出取

組ごとに売上高区分の中央値等を用いて推定した

平均売上高は， 「直接輸出 (5億 5,630万円）」，「間

接輸出 (4億 3,453万円）」，「輸出予定無 (3億 7,492

万円）」，「輸出検討 (2億 9,924万円）」の順であ

り，「直接輸出」で最も高かった。また，「輸出し

ている」法人の平均売上高は 4億 6,672万円，「輸

出していない」法人の平均売上高は 3億 5,383万

円であり，「輸出している」法人は，「輸出してい

ない」法人よりも平均売上高が高かった。 これら

の結果より，「輸出している」法人は，「輸出して

いない」法人よりも売上高が高い傾向にあること

が示唆された。

輸出取組ごとの売上高割合における 5,000万円

以上の割合を見てみると，「間接輸出 (93.8%)」，

•碑万円未満

• 1億-3億円未満

•10億-15億円未満

一灰00万-5/XXJ万円未満

3億-5億円未満

15億-20億円未満

「直接輸出 (86.8%)」，「輸出予定無 (72.4%)」，

「輸出検討 (71.4%)」の順で大きい。また， 1億

円以上の割合では，「間接輸出 (75.0%)」，「直接

輸出 (56.6%)」, 「輸出検討 (53.8%)」，「輸出予

定無 (51.0%)」の順で大きかった。さらに 3億円

以上の割合では「間接輸出 (32.8%)」，「直接輸出

(26. 2%)」，「輸出予定無 (21.8%) , 「輸出検討

(21. 0%)」の順で大きい。つまり，売上高が一定

額 (5,000万円， 1億円， 3億円）以上の割合は，

「間接輸出」で最大，次いで「直接輸出」で大き

い傾向がみられた。

このように「輸出している」法人と「輸出して

いない」法人の平均売上高や売上高割合に，経営

規模の差が見られる傾向にあることは，縮小する

国内市場と拡大を続ける海外の新興国市場のどち

らを相手に取引を行っているかが反映されている

と考えられる。新興国需要を取り込むことは，我

が国の高生産性部門の経済活動を拡大させる上で

必須かつ効果的な対応となる（経済産業省 [4]) た
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第 1図 農業法人の輸出取組と直近決算の売上高の関係図

衰料：アンケート結果より 筆者作成

注 ：1) n=514。
2) 輸出取組別の法人数に対する売上高区分別法人数の割合を示す。
3) 平均売上面は各売上嵩区分の中央値を基に箕出した。なお， 20億円以上の区分の売上高については，

具体的金額の記載のあった回答 (n=l5)の平均値 (44f意円）を用いた。
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め，輸出しているから経営規模が大きいと考えら

れる。また，大規模企業では直接輸出，中規模企

業では間接輸出，そして，小規模企業では国内取

引のみを選択する（藤井ら[2 J)ことが示唆されて

おり，規模が大きいから輸出が可能になっている

とも考えられる。ただし，今回の調査では，その

因果関係は明らかにできないため，今後の研究課

題である。

2 農業法人の輸出取組と直近決算の売上高経常

利益率の関係

次に，農業法人の輸出取組と直近決算の売上高

経常利益率（以下，利益率）の関係の結果を示す

（第 2図）。輸出への取組と利益率の両方に回答し

た法人数は，「直接輸出」が 23法人と最も少なく ，

「間接輸出」が 63法人，「輸出検討」が 116法人，

「輸出予定無」が 299法人である。利益率区分の

中央値等を用いて推定した平均利益率は，「直接輸

出 (5.7%)」, 「輸出予定無 (5.6%)」，「輸出検討

(4. 9%)」，「間接輸出 (4.1 %)」の順であり，「直

接輸出」で最も大きく，「間接輸出」で最も小さか

った。また，「輸出している」法人の平均利益率は

4. 5%, 「輸出していない」法人の平均利益率は

5.4%であった。これらの結果より，「直接輸出」

の法人は，「間接輸出」の法人よりも利益率が高い

傾向にあることが示唆された。

また，輸出取組別の利益率割合を見ると，「直

接輸出」では，赤字の法人が 13.0%, 収支均衡の

法人が 4.3%であり， 2つの合計は 17.3%となる。

また，利益率がプラスとなる割合は 82.5%であっ

た。次いで「間接輸出」では，赤字の法人割合は

19. 0%, 収支均衡の割合は 9.5%であり， 2つの

合計は 28.5%である。一方，利益率がプラスとな

る割合は 71.3%であった。また「輸出検討」では，

赤字法人は 13.8%, 収支均衡の法人は 12.1 %であ

り，それらの合計は 25.9%となる一方で，利益率

がプラスとなる割合は 74.1 %であった。最後に

「輸出予定無」では，赤字の法人は 16.8%, 収支

均衡の法人は 7.4%であり ，合計は 24.2%である。
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第2図 農業法人の輸出取組と直近決算の売上高経常利益率の関係図

賓料 ：アンケート結果より筆者作成

注 ：1) n=501。
2) 輸出取組別の法人数に対する利益率区分別法人数の割合を示す。
3)平均売上高経常利益率は各売上高経常利益率区分の中央値を基に算出した。なお，20%以上の区分の利益

率については，具体的割合の記載のあった回答 (n=lO)の平均値 (26%)を用いた。また，赤字の区分の
利益率については，ー1%~-5%未渦の中央値 (-3.0%)を用いた。



また，利益率がプラスとなる法人の割合は 76.1 % 

であった。これらの結果より，利益率がプラスと

なる割合は，「直接輸出」で最大，「間接輸出」で

最小となった。このことは利益率 5.0%以上で見

ても， 10.0%以上で見ても同じような傾向がみら

れる。

「直接輸出」の法人と「間接輸出」の法人にお

ける平均利益率および利益率割合に相違が見られ

た背景としては，国際貿易にはさまざまなコスト

が伴うこと，また，取引に関するリスクも国内取

引より大きくなり，コストにつながること（藤井

ら[2]) が考えられる。固定コストについては，直

接貿易の方が大きく，規模の小さな企業では，輸

出利潤が引き下げられることから，貿易利潤は直

接輸出の方が小さくなる（藤井ら[2])。しかし，

規模が大きくなるにつれ，輸出による利潤が大き

くなる傾向がみられる（藤井ら[2]) ため，規模の

大きな法人では直接輸出で利益は最大となってい

ると考えられる。このため第 1図では「直接輸出」

において 3,000万円以下のものが見られないと考

えられる。

一方で，日本農業法人協会[11]のアンケートによ

れば，海外生産を検討する理由 (N=113) として

「輸出では利益が出ない」と回答した法人が全体

の31.9%にのぼる。一般に農産物輸出においては，

商社を経由するものが大部分である（田代[17])。

本稿のアンケート結果では，「輸出している」法人

の 7割が「間接輸出」であった。このことから，

日本農業法人協会のアンケートにおいて「輸出で

は利益が出ない」と回答した多くは，間接輸出に

対してのものではないかと推測される。間接輸出

では商社へのマージンがかかることがコスト要因

となっており，そのため利益が抑えられていると

考えられる。本稿のアンケート結果において利益

率がプラスになる割合が「間接輸出」で最小であ

ったことからも，本稿の分析結果は，我が国で輸

出に取り組む農業法人の全体的な現状を表わして

いると考えられる。

N おわりに

報告論文 19 

本稿では，筆者らの独自アンケート結果に基づ

き，農業法人における輸出取組と，経営規模およ

び収益性，具体的には直近決算の売上高および売

上高経常利益率の関係を検討した。第 1に，輸出

の取組と売上高についての関連を含めて分析を行

った。その結果，「輸出している」法人は，「輸出

していない」法人より平均売上高が高く 5,000万

円以上の占める割合が高い傾向にあった。さらに，

「直接輸出」の法人で平均売上高が最大となるこ

とが明らかになった。第 2に，輸出の取組と売上

高経常利益率についての関連を含めて分析を行っ

た。その結果，平均売上高経常利益率は，直接輸

出を行っている法人で最大，間接輸出を行ってい

る法人で最小となる傾向にあることが示唆された。

また，売上高経常利益率がプラスとなる割合は，

「直接輸出」の法人で最大，「間接輸出」の法人で

最小となることが明らかになった。これらの結果

より，直接輸出を行っている法人において，売上

高および売上高経常利益率がともに最大となる傾

向にあることが示唆された。

以上，本稿では，従来ほとんど研究が見られな

かった全国の農業法人経営の輸出取組と経営規模

および収益性の関係を明らかにした。本稿の分析

結果は，農業法人の輸出取組と経営規模・収益性

の間に一定の関係があるという仮説を支持するも

のであった。

今後の課題としては，輸出取組ごとの経営規模

と売上高経常利益率間の関係性を検討することが

あげられる。また，今回のアンケートでは聞けな

かったが，各法人の輸出額と輸出取組との関係性，

および各法人の輸出額と輸出の利益率の関係性に

ついて，因果関係まで踏み込んで分析することが

あげられる。その際，経営規模の大小の他に，輸

出取組と組織形態との関係を分析することもあげ

られる。なお，直接輸出については，売上高およ

び売上高経常利益率が高いものの， リスクまたは

コストも大きくなることから，輸出取組が農業経

営に及ぼす影響をコストとリスク面から定量的に

解明することは，今後の経営戦略を考える上で重

要である。

［付記］
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本研究は， 日本学術振興会基盤研究 (C) (課題番

号：JP16K07901, 研究代表南石晃明）による研究結

果に基づく。
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